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平成 年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（発展型総合事業） 

事業計画書 

 

 

 

 

０ 法人にかかる情報（※本項目は審査の対象外） 
責任機関 組織名  

代表者 
氏名 
(法人の長など) 

 役職名  

本 部 所 在

地 
〒 
 
 

 
 

①事業代表者 フ リ ガ ナ  生 年 
月 日 

昭和  年  月  日（  歳） 
氏  名   

所属部署   役職名   

所在地 〒 
 
 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

E-mail  

②事務連絡担当

者 
フ リ ガ ナ  
氏  名  

所属部署  役職名  

所在地 
 

〒 
 
 

ＴＥＬ  ＦＡＸ  

E-mail  

 

 

 



 

平成 年度外交・安全保障調査研究事業費補助金（発展型総合事業） 

事業計画書 

 

（※各枠の大きさは必要に応じて拡大させること。また，各項目（１．～８．）は，必ず頁の先頭から始まる

よう枠の位置を調整すること。その前の頁の後半部分に空白が生じても構わない。） 

 

 

 

１ 基本情報 
事業分野 ※募集要領にある分野 A～C のいずれかを記入 

 

 

事業名及び事業概要 ※事業名及び事業概要について、２００字以内で記入 

 

 

 

 

 

 

事業実施期間 ※下記の期間から１つを選択し「○」を記入 

（   ）１年間（平成  年度） 
（   ）２年間（平成  年度～平成  年度）（うち  年目） 

（  ）３年間（平成  年度～平成  年度）（うち  年目） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



２．事業実施体制 

※事業を実施するための人的体制、それぞれの役割分担を記載。それぞれの経験、能力等を示す資料を別添すること。複数の研究グルー

プを設ける場合はその旨もわかりやすく記載。 

事業総括、グループリ

ーダー、研究担当、渉

外担当等の別 

 

氏名 

 

所属機関・部局・職 

 

役割分担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３．事業の背景・目的・意義（最大 2 ページ程度）  

【事業の背景】※どのような背景・問題意識に基づいて本事業を提案したのかを具体的かつ明確に記載。 

【事業の目的・意義】 

※本事業の実施によって何を達成したいのか、日本外交にとっての意義、本事業の卓越性などを具体的かつ明確に記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

４．事業内容・事業実施方法（最大 3 ページ程度） 

※以下を含む事業内容・事業実施方法について具体的かつ明確に記載すること。 

・事業内容・事業実施方法の実現可能性。 

・それぞれの事業内容が①基礎的情報収集・調査研究（提言を含むことも可能）、②諸外国シンクタンク・有識者との相互理解増進、③

日本の主張の世界への発信と国際世論形成への参画、④国民の外交・安全保障問題に関する理解増進のための活動、のいずれかに該当す

るか。 

・独創的なアイデア、事業実施方法の工夫など、提案する事業内容・事業実施方法の特徴・強み。 

・事業内容が事業目的の達成にどのようにつながるのか。 

・事業内容が人材育成の強化にどのようにつながるのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

５．事業実施計画（最大 3ページ程度） 

【事業実施期間とその理由】※選択した事業実施期間について、その期間が必要である理由を記載。 

 

 

 

【１年目】※各年度に予定される具体的な活動内容を記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【２年目（２年事業もしくは３年事業を希望する場合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【３年目（３年事業を希望する場合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６．事業実施効果及び波及効果（最大 2 ページ程度） 

※以下を含む事業実施の効果及び波及効果について、具体的かつ明確に記載すること。また、効果を図る指標を可能な限り記載すること。 

・事業実施による機関の能力強化・向上の内容・程度。 

・事業実施成果の日本外交にとっての有用性、外交当局による外交政策の立案・遂行にどのように貢献するのか。 

・事業実施が国際世論形成への我が国の影響力強化にどのように貢献するのか。 

・事業実施が我が国国民の外交に関する理解の増進にどのように貢献するのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７．事業実施主体にかかる情報（最大 2 ページ程度） 

 ※以下の各項目について簡潔に記載。 

【過去３年間の外交・安全保障に関する基礎的情報収集・調査研究（提言を含む。）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去３年間の外国のシンクタンク等と外交・安全保障に関する共同研究・協議】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【過去３年間の外交・安全保障をテーマとした講演会，セミナー，シンポジウム等】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



８．所要経費（見込み） 

※この項目については本様式ではなく独自の様式を用いても構わない。その場合、自己資金額及び経費の内訳を具体的に明示すること。

また、必ず以下の経費区分に準拠した形で記載すること。 

経費の内容 １年目（平成  年度） ２年目（平成  年度） ３年目（平成  年度） 

 補助金額 自己資金額 補助金額 自己資金額 補助金額 自己資金額 

①会議運営費 

 

      

（内訳） 

 

      

②謝金 

 

      

（内訳） 

 

      

③旅費 

 

      

（内訳） 

 

      

④招へい費 

 

      

（内訳） 

 

      

⑤成果広報費 

 

      

（内訳） 

 

      

⑥事業推進費 

 

      

（内訳） 

 

      

⑦事業管理費       

合計 

 

      

 


